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１．はじめに 

大規模災害の際に、被災集落の復興を協議するために住民が結成する復興推進組織は、

住民の意見集約や行政との協議等に重要な役割を果たすとされている 1)。また、こうした

住民組織に専門的な知識や経験を有する外部有識者が支援に入るケースも一般的であり、

その功罪を指摘する報告もある 2)。東日本大震災でも、震災直後から都市計画や農村計画

の専門家が被災地に入り、復興計画や復興事業計画の立案等に関わってきている。本研究

の対象である岩手県大船渡市でも、津波 25 地区のうち 5 地区でこうした外部有識者が関

わっているという。本研究では、震災後に自ら復興推進組織を立ち上げ、外部有識者を交

えて活動を行ってきた岩手県大船渡市崎浜地区を事例として、復興推進組織である崎浜復

興会議の果たした役割を明らかにすることを目的とする。そのために以下の調査を行った。 

 ①参与観察：2011 年 12 月から 2014 年 3 月まで、12 回の復興会議を始め、市の説明会、

被災者連絡協議会、自主事業（後述）など、計 58 日間参加した。②聞き取り調査：2013

年 1 月に、復興会議委員 18 名、外部有識者である NPO 職員、大船渡市災害復興局集団移

転課 2 名を対象に、1～2 時間の対面方式で行った。  

２．大船渡市崎浜地区と崎浜復興会議の概要  

崎浜地区は大船渡市三陸町の越喜来湾北部に位置し、世帯数 208 戸、人口およそ 600 人

を有する漁村集落である。東日本大震災では死者・行方不明者 10 名で、46 世帯が家を失

った。また地区中心部にあった漁協事務所、商店、ガソリンスタンド等の施設もすべて流

出した。 崎浜地区復興会議は、崎浜地区の自治組織である（社）崎浜公益会が、地区の復

興を協議するために震災後の 2011 年 6 月 29 日に設置した住民組織である。委員は 22 名

で、自治会役員（ほとんどが被災していない）と被災者代表、外部有識者で構成される。

外部有識者としては前大船渡市長、岩手大学教授、NPO 法人いわて地域づくり支援センタ

ー(以下、NPO)事務局長が参加している。  

３．崎浜復興会議の取り組み 

表 1 は震災後の崎浜復興会議の主な動きである。2012 年度までは概ね 1～2 ヶ月に 1 回、

ワークショップ(WS)方式の会合を開き、そこで集約された意見を復興会議委員長と事務局

長が、随時大船渡市役所に提出し回答を得るという形で復興協議が進められてきた。ここ

までの最大の案件は住宅再建であり、地区が主導して集団移転地の決定を行った。他には

2012 年 1 月に復興会議が主導し、被災者のみが集まる被災者連絡協議会を設立した。2013 
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年度の復興会議では避難道路と浸水域土地利用計画を中心に検討した。崎浜地区では防潮

堤建設事業の他に、震災以前より実施が決まっていた漁業集落環境整備事業との兼ね合い

もあったが、これらの具体的な計画が定まる前より道路・土地利用構想の検討をスタート

した。その後は各事業の進捗状況に合わせた計画の検討を随時行ってきた。一方で被災者

連絡会は 2013 年より本格的に活動し、移転地の詳細な設計をワークショップ方式で検討・

確認した。他には復興住宅の見学を行い、地区独自の住宅基本間取り案を複数検討し、3

業者から見積りを得た。  

４．復興会議が果たした役割 

①被災者を中心とする地区住

民への情報提供：住宅再建等に関

わる制度や大船渡市の動向等の情

報を整理した形で住民に示した。

②地区としての意見集約：地区と

しての意見を取りまとめた。会議

メンバーに被災者や女性を加えて、

意見が偏らないように配慮したり、

会議に WS 方式を取り入れ、参加

者全員の意見を汲み上げるよう工

夫した。③行政への要望・提案：

復興会議で集約された意見や要望

を文書に取りまとめ、随時市の復

興担当に提出して回答を求めた。

④自主事業の実践：復興に向けた

地区の課題解決のために、（住宅再

建以外に）３つの実践チームを立

ち上げて自主事業に取り組んだ

（海の近くに気軽に立ち寄れる

「番屋」の整備、記録集の作成、

地区ＨＰの製作と管理）。  

５．おわりに 

崎浜復興会議は地区内の意見

を集約し、行政との復興協議を主

導してきた点で、復興推進組織として大きな役割を果たした。その成功要因として、優秀

な事務局、幅広い意見を組み上げる委員構成と会議の運営方法といった要因が挙げられる。

その一方、今までは被災者を中心とした会議となっており、被災者以外の住民に対する情

報提供や配慮が不十分といった課題もある。今後は復興会議の内容を地区に広く伝える仕

組みをつくり、地区全体の復興について取り組む必要があると考えられる。  
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主な活動 日付 活動内容 

第１回  6/29 会議方針の決定  

第２回  7/29 課題検討  

第３回  10/31 課題整理 (WS) 

第４回  12/2 解決策模索 (WS) 

第５回  1/18 移転候補地評価 (WS) 

被災者連絡会  1/23 被災者連絡会の設立  

第６回  2/22 課題優先度評価 (WS) 

先進地視察  3/24 中越地震被災地の視察  

第７回  4/24 視察結果・近況報告  

第８回  6/7 集団移転説明会  

第９回  7/22 情報共有・活動報告  

住宅再建面談  7～8 被災者の個別相談会  

第１０回  11/2 情報共有・活動報告  

被災者連絡会  11/13 移転候補地の検討 (WS) 

第１１回  12/5 要望書作成 (WS) 

被災者連絡会  2/16 移転候補地土地利用検討 (WS) 

見学会  3/3 住宅展示場現地見学会  

第１２回  4/9 浸水域土地利用検討 (WS) 

被災者連絡会  4/14 住宅基本間取の検討 (WS) 

被災者連絡会  5/19 住宅基本間取の再検討 (WS) 

第１３回  6/7 移転・浸水土地利用検討 (WS) 

被災者連絡会  6/17 移転地区画選定方法検討 (WS) 

第１４回  7/8 浸水域土地利用検討 (WS) 

被災者連絡会  8/5 移転地道路構造再検討 (WS) 

第１５回  10/2 浸水域土地利用検討 (WS) 

見学会  10/5 復興住宅現地見学会  

被災者連絡会  11/18 移転地詳細事項確認 (WS) 

第１６回  3/23 浸水域土地利用検討 (WS) 

表１．崎浜復興会議の取り組み 
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